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損壊家屋等の撤去と分別に当たっての留意事項 
 

本技術資料では、損壊家屋等の撤去に係る作業・処理フロー及び留意点を示しており、主に自治体が

対応する事項を記載している（一部、家屋所有者への依頼事項も含む）。災害が発生すると、本技術資

料と同様の内容が記載された事務連絡「被災市町村が損壊家屋等の解体・撤去を行う場合の留意事項に

ついて」が環境省から発出されることが多いため、平時からあらかじめその内容を確認しておくことが

望まれる。 

 

１．損壊家屋等の撤去に係る作業・処理フロー 

 
図 1 地方公共団体及び関係者の作業フロー及び廃棄物処理フロー 

 

２．留意点 

＜事前調査に関する留意点＞ 

 可能な限り所有者等の利害関係者へ連絡を行い、調査計画を事前に周知した上で被災物件の立ち入

り調査を行う。 

 

＜撤去に関する留意点＞ 

 倒壊してがれき状態になっている建物及び元の敷地外に流出した建物については、地方公共団体が

所有者等の利害関係者へ可能な限り連絡を取り、承諾を得て撤去する。どうしても連絡が取れない

場合は、災害対策基本法第 64条第２項に基づき、承諾がなくとも撤去することができる。 

 一定の原型を留め敷地内に残った建物については、所有者等への利害関係者へ可能な限り連絡を取

って意向を確認するのが基本であるが、どうしても関係者へ連絡が取れず倒壊等の危険がある場合

には、土地家屋調査士の判断を求め、建物の価値について判断を仰ぐ。建物の価値がないと認めら

れたものは撤去する。その場合には、撤去の作業開始前および作業終了後に、動産、思い出の品等

を含めて、撤去前後の写真等の記録を作成する。 

 廃棄物を撤去する場合は、木くず、がれき類、金属くず等の分別に努め、できるだけ焼却及び埋立

の処分量の減量化に努める。 

 エアコンの取り外し等の所有者では対応が難しい作業は、所有者が家屋の撤去事業者等へ依頼する。 
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＜作業場の安全に関する留意点＞ 

 撤去作業においては、安全確保に留意し、適宜散水を行うとともに、適切な保護具を着用して作業

を実施する。 

 作業者や関係者の安全確保に心がけ、警報等が発令された際の情報源確保（ラジオの配布）や避難

場所等の情報の事前確認、消火器の配置等を行う。 

 粉塵の防止やアスベスト飛散防止のため、適宜散水して作業を行う。また、作業員や立会い者は、

防じんマスクやメガネ等の保護具を着用し、安全を確保する。 

 

＜貴重品や思い出の品の取扱い＞ 

 建物内の貴金属やその他の有価物等の動産及び位牌、アルバム等の個人にとって価値があると認め

られるものは、一時又は別途保管し所有者等に引き渡す機会を提供する。所有者が明らかでない動

産については、遺失物法により処理する。 

 


